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要     旨 

 

１ 作成の背景 

生物多様性の損失は気候変動と並ぶ地球規模の危機であり、企業・金融・政策の各領

域で「ネイチャーポジティブ（Nature Positive、自然再興）」が社会目標として広がっ

ている。本報告では、ネイチャーポジティブを、自然の損失を止めて反転させ、回復を目

指す社会目標として扱う。これは、2022年に採択された昆明・モントリオール生物多様

性枠組（Kunming-Montreal Global Biodiversity Framework; KM-GBF）の 2030年ミッショ

ン「生物多様性の損失を止め、反転させ、自然を回復軌道に乗せること」と方向性を共有

する。国内でも、生物多様性国家戦略 2023-2030が「2030年のネイチャーポジティブの実

現」を掲げ、2025年４月１日には、企業や自治体等の地域活動を促進する「地域におけ

る生物の多様性の増進のための活動の促進等に関する法律」（令和６年法律第 18号。以

下、地域生物多様性増進法）が施行された。 

本報告では、2017年の日本学術会議統合生物学委員会生態科学分科会の報告「生態学

の展望」以降の生態科学の発展を踏まえるとともに、報告「持続可能な森林管理における

現状と課題」（2023年）及び報告「サステナブル投資による産業界のインパクト」

（2023年）、提言「第７期科学技術・イノベーション基本計画に向けての提言」（2024

年）における関連論点を引き継ぎ、ネイチャーポジティブを生態学の観点から整理する。 

 

２ 現状及び問題点 

個々の取組が自然の損失を食い止め、回復に結び付いたかを、共通の方法で測定・報

告し、その結果を検証できる仕組み（測定・報告・検証：Measurement, Reporting and 

Verification; MRV）は、まだ十分に整っていない。また、事業による影響をまず避け、

次に小さくし、損なわれた自然を回復し、それでも残る影響だけを別の保全で補うという

優先順位が、地域制度や企業・金融の意思決定に十分組み込まれていない。以上を踏ま

え、本報告は、国・自治体、企業・金融機関、地域団体・市民、研究者に共通する科学的

な考え方と要件を示す。 

 

３ 報告の内容 

(1) 取組の成果を検証するには、比較の出発点となる自然の状態を明示し、自然変動や

測定誤差も考慮する必要がある。介入の効果や損失回避を評価する場合には、必要

に応じて、取組を行わなかった場合の状態を比較対象として設定する。 

 

(2) 生物多様性は一つの数値だけでは評価できない。生物や生態系の状態を主な指標と

し、悪化の原因と、社会が講じた対策を補助的に確認する。特に、里山や半自然草

地のように人の管理によって維持される自然では、管理の減少や不足そのものが劣

化要因となり得るため、こうした状態変化を適切に評価する必要がある。こうした

課題への対応を、国際的な測定・評価方法の改善に対する我が国からの貢献として
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位置付ける。 

 

(3) 開発や事業の影響に対しては、まず影響が生じないように立地や計画を見直し、次

に影響を小さくし、損なわれた自然を現地で回復する。それでも残る影響に限っ

て、別の場所での保全による埋め合わせ（代償）を検討する。この「回避→最小化

→復元→代償」の優先順位をミティゲーションヒエラルキーという。特に、重要な

生態系や不可逆的な影響が想定される場所について、開発等を避けるべき区域や条

件をあらかじめ明確にする国・自治体の役割が重要である。 

 

(4) 生物多様性・生態系の保全と回復に資金を配分する仕組みでは、成果を測定・報告

し、検証可能性を確保するとともに、見せかけの環境対策や制度の濫用を防ぐ要件

を整えることが重要である。一方、質の高い自然を損なわずに守る行動は、劣化し

た自然の回復に比べて成果を変化量として示しにくく、十分に評価されない場合が

あり、その仕組みを整えることが必要である。 

 

(5) 地域生物多様性増進法に基づく認定制度を実効的に機能させるには、認定時だけで

なく、その後も自然の状態と管理の継続を追跡する必要がある。そのため、共通の

測定・記録方法、データの長期的な保管と利用条件の明示、検証可能性の確保、専

門人材の育成が重要である。必要に応じて、第三者がデータや分析を検証できる仕

組みを整えることも求められる。 

 

(6) 観測は、専門家による現地調査や市民調査と、衛星観測、環境 DNA、音響・カメラ

等の技術を、それぞれの特性に応じて組み合わせ、データ管理、検証、意思決定ま

でを一つの仕組みとして設計する必要がある。観測条件、記録項目、観測努力量、

誤差・品質情報を共通の形式で記録することで、地域や主体が異なる取組を比較

し、長期的な変化を確かめられる。この仕組みにより、回復後の変化を継続的に確

認できるほか、具体的な劣化の脅威があり対応を行う場合には、適切な比較対象と

組み合わせて損失回避の効果を評価することもできる。専門家は、導入時に観測結

果と実際に生息する生物の種類や構成との対応を確かめ、その後も必要に応じて再

確認することができる。一方、日常の反復観測は、標準化した作業として企業や地

域団体も担うことができる。これにより、専門家の関与を観測設計や品質管理に重

点化しながら、費用と人員の負担を抑えて長期観測を継続できる。 

 

(7) 国は共通基準とデータ基盤を整え、自治体は保全すべき場所を地域計画に位置付

け、企業・金融機関は影響の回避を優先して意思決定や資金配分に反映し、市民・

地域団体は管理と観測を支え、研究者は観測設計、測定・検証手法、不確実性評価

を支える。こうした役割分担により、自然を守る行動への資金配分、制度間の比

較、成果に応じた継続的な改善へとつながる。さらに、生態学と経済学・政策科
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学・社会科学を統合する「ネイチャーポジティブ科学」を発展させ、我が国の二次

的自然、管理不足による劣化、長期観測の知見を国際的な標準形成につなげること

が重要である。 
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１ 背景：なぜ今ネイチャーポジティブか 

「ネイチャーポジティブ」という語で提示される、生物多様性の保全と回復が国際的に

重要な共通テーマとなっている。第１章では、ネイチャーポジティブという社会目標が、

国際枠組み、我が国の国家戦略、地域戦略、そしてビジネス・金融の各領域でどのように

位置付けられてきたかを概観する。その上で、本報告が扱う課題がどこにあるかを示す。

なお、本報告では「ネイチャーポジティブ」を、自然の損失を止めて反転させ、回復を目

指す社会目標として用いる。また、本報告で述べる「社会実装」とは、その目標を実現す

るための原則、指標、モニタリング及び測定・報告・検証が、政策、地域計画、企業・金

融、市民・地域活動の意思決定と継続的な行動に組み込まれることをいう。 

 

(1) 国際枠組み（KM-GBF）が示した「2030ミッション」 

生物多様性の国際的な枠組み形成は、気候変動対策と並行して進展してきた。1992

年リオデジャネイロで開催された各国首脳会議（いわゆる、地球サミット）では、生

物多様性条約（Convention on Biological Diversity; CBD）が採択された。しかし、そ

の後の取組は気候変動対策に比べて遅れた。気候変動対策は、温室効果ガスという共

通の指標で数値化しやすく、また大気を通じて世界全体がつながっているため、早期

から制度化が進んだ。これに対し生物多様性は、構成要素が多く、地域ごとに異な

り、変化も捉えにくい。そのため、共通の測定・評価方法を整えること自体が難しか

った。しかしながら近年、リモートセンシング、DNA分析、人工知能（Artificial 

Intelligence; AI）解析等の科学技術が発展し、生物多様性に関する定量的なデータ取

得と継続的なモニタリングが可能になってきた[1]。 

生物多様性の保全は気候変動緩和にも貢献し得る。植物の多様性が失われると陸域

の炭素貯留量が減少すると推定されており、生物多様性の保全と炭素吸収の維持は多

くの場合両立する。ただし、その効果の大きさは生態系や地域によって異なる[2][3]。

さらに、生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学-政策プラットフォーム

（Intergovernmental Science-Policy Platform on Biodiversity and Ecosystem 

Services; IPBES）は、2024年に「ネクサス評価」を公表した。同評価が気候変動・生

物多様性・水・食料・健康の相互作用を科学的に評価したことで、環境問題の同時解

決の必要性が国際的に認識されるに至った[4]。 

2010年の CBD第 10回締約国会議（COP10）で採択された愛知目標（2011-2020年）の

達成度は限定的であり[5]、2019年 IPBES地球規模評価は「約 100万種が絶滅危機」と

警告した[6]。2020年の世界経済フォーラム報告書[7]、英国財務省によるダスグプタ

レビュー[8]に代表される多くの経済報告書では、世界 GDPの約半分（44兆米ドル）が

自然資本に依存し、生物多様性損失が経済システムの重大リスクであることが強調さ

れている。この認識を踏まえ、2022年の CBD第 15回締約国会議（COP15）で昆明・モン

トリオール生物多様性枠組（Kunming-Montreal Global Biodiversity Framework; KM-

GBF）が採択された。同枠組みでは、ビジネスによる生物多様性への影響評価・情報開

示が求められている。 
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KM-GBFは、2050年ビジョンと 2030年ミッションを明示し、「生物多様性損失を止め

反転させ、自然を回復軌道に乗せる」ことを 2030年までの緊急行動として掲げる[9-

11]。なお、KM-GBFの採択文書では「ネイチャーポジティブ（Nature Positive）」とい

う語を正式な目標名としては用いていない。しかしながら、「ネイチャーポジティ

ブ」は、この 2030年ミッションと方向性を共有しつつ、主として政策・ビジネス・金

融の領域で広がってきた社会目標・実践概念であるため、本稿ではこの語を使用す

る。KM-GBFの枠組みの中で採択された 23の行動目標は、保護区拡大だけでなく、土地

利用、汚染、侵略的外来種、気候変動対策を含む包括的な変革を要請している（空間

計画、30％の劣化地回復、30％の土地と水域の保護、持続可能な農林水産等）。特にタ

ーゲット 18及び 19は、2030年までに生態系や環境に悪影響を与えうる補助金を年間

5,000億米ドル削減し、生物多様性関連の公的・民間資金を年間 2,000億米ドルに拡大

することを目標としている。現在の資金水準との乖離は年間約 7,000億米ドルと推計さ

れており[12-13]、これが埋まらない限り、他の目標達成も困難と見られている。この

ような文脈において、ネイチャーポジティブは保全倫理の問題だけでなく、企業や金

融機関が自然への依存・影響を事業リスクとして把握し、どの事業や活動に資金を配

分するかという経済上の意思決定の問題として扱われるようになっている。 

生物多様性損失が財政リスクとして現実化する経路も明らかになりつつある。例え

ば、米国の農村郡を対象とした分析では、白鼻症候群というコウモリに致死的な真菌

感染症によってコウモリ個体群が減少し、農地でコウモリが害虫を捕食することによ

る防除機能が弱まった。その結果、農村郡の固定資産税収が約 16％減少し、地方債の

上乗せ金利が約 0.115ポイント上昇したことが報告されている[14]。この結果は、生態

系サービスの喪失が地方政府の歳入や借入コストに波及し得ることを示しており、保

全活動を財政リスク管理や投資判断と結び付ける可能性を示す実証例となっている。 

国際的には、IPBESが 2026年２月に、企業活動・金融と生物多様性の関係を扱う

「ビジネスと生物多様性評価報告書」（以下、IPBESビジネス評価報告書）を承認・公

表した。なお、気候変動対策との関係については、日本学術会議提言「気候危機に対

処するための産官学民の総力の結集－循環経済を活かし自然再興と調和する炭素中立

社会への転換－」（2025年 10月 27日）が、カーボンニュートラル・循環経済・ネイ

チャーポジティブの同時達成を政策的に求めている。本報告は、その生態科学的基盤

を提供することを意識している。IPBESビジネス評価報告書は、次の二点を指摘してい

る[15]。第一に、自然を損なう資金の流れが、生物多様性の保全・回復に向かう資金を

大きく上回っていること。第二に、企業による生物多様性影響の開示が依然として限

定的であり、その背景に、自然と事業活動の影響を分析するための基礎データの不足

と、事業活動の中で実施可能な継続的モニタリング体制や測定・評価手法の不足があ

ることである。 

 

(2) 我が国の生物多様性国家戦略（2023-2030）とネイチャーポジティブ 

我が国の生物多様性国家戦略 2023-2030（第六次戦略）は、KM-GBF採択を受けた国家
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戦略の改定要請を踏まえつつ、閣議決定（2023年３月 31日）として位置付けられ、

「2030年のネイチャーポジティブの実現」を明確に掲げている[16]。この国家戦略

は、ネイチャーポジティブへの取組を明示し、状態目標・行動目標と、その進捗を評

価する指標群を設定している。一方、「ネイチャーポジティブをどう測るか」「どの

空間スケールで、どんなデータで検証するか」をめぐり、研究・行政・企業・地域の

共通基盤を整えることは、本報告が扱う重要な課題である。 

生物多様性国家戦略 2023-2030の実施状況の中間評価は、2026年２月に公表された

[17]。KM-GBFは、2030年までに陸域と水域の 30％を有効な保護下に置く目標

（30by30）を掲げている。ここでいう保護には、保護地域に加え、保護地域以外で生物

多様性保全に資する地域（Other Effective area-based Conservation Measures；OECM）

が含まれる。上記の中間評価によれば、我が国における達成状況は、陸域が約 21％

（保護区・自然共生サイト合計）、海域が 13.3％にとどまっている[17]。ただし、生

態学的にはこの数字が何を意味するかを精査する必要がある。面積の達成は保全の質

を保証するものではなく、OECMとして認定された自然共生サイト 1については、認定後

の管理継続性、生態系の状態変化、及び生物多様性への実質的な貢献を独立した指標

で追跡することが不可欠である。 

生物多様性及び生態系サービスの総合評価（Japan Biodiversity Outlook; JBO）は、

その第３版である JBO3が 2021年に公表されている[18]。これに続く JBO4に向けた中

間提言[19]では、「測定可能な生物多様性の状態」の基盤データが依然として脆弱であ

ることが指摘されている。特に、都市緑地、河川、湿原、藻場、干潟、生態系ネット

ワーク等の状態を測る指標やデータが不足している。 

 

(3) ビジネス・金融部門の動向：任意開示から制度開示へ 

ネイチャーポジティブの実現には、自然資本への影響・依存が大きいビジネス・金

融部門においても行動変容が必要とされる。国際的には、ビジネス・金融部門が自然

関連リスクを把握・開示する枠組みとして、自然関連財務情報開示タスクフォース

（Taskforce on Nature-related Financial Disclosures; TNFD）がある。TNFDが 2023年

９月に公表した最終提言（v1.0）は、企業が事業活動における自然への依存と影響を把

握し、投資家へ開示することを推奨している[20]。その具体的な手順として、自然との

接点を特定する（Locate）、依存と影響を評価する（Evaluate）、リスクと機会を分析

する（Assess）、対応と開示を準備する（Prepare）という LEAPアプローチが示されて

いる。我が国では、2026年２月時点で賛同企業数が 210社に達し、国別で世界最多と

なっている。今後は、賛同企業数だけでなく、取組の効果を継続的に測定し、開示内

容の質を高め、事業活動における実際の行動変容につなげることが重要である。 

 
1 民間などの取組によって生物多様性の保全が図られている場所として国が認定する区域。2030年までに陸

域と水域の 30％を保全する国際目標「30by30」を達成するために作られた仕組みで、認定された場所のう

ち、保護地域との重複を除く区域は OECMの国際データベースに登録される。 
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他方で、TNFDの開示枠組みは任意となっており、企業間の比較可能性や開示の網羅

性には限界がある。IFRS財団（国際財務報告基準財団）2の下にある ISSB（国際サステ

ナビリティ基準審議会）3は、IFRS S1・S2を基礎に、2026年に自然関連リスク・機会に

関する開示要件の標準設定を進めている[21-22]。これは、任意開示からルール化され

た開示（制度開示）への移行を示す動きの一つである。欧州では企業サステナビリテ

ィ報告指令（CSRD）4により、大企業に対する非財務情報の開示義務化が法規制と制度

によって段階的に始まっている[23]。また、ISSBが財務的影響の開示を重視するのに

対し、社会・環境への影響をより重視する枠組みもある。グローバル・レポーティン

グ・イニシアティブ（Global Reporting Initiative; GRI）5は 2024年に生物多様性専用

の非財務影響開示基準「GRI 101: Biodiversity」を策定、2026年 1月に発効した

[24]。 

情報開示の制度整備は重要な第一歩であるが、開示だけでネイチャーポジティブが

実現するわけではない。開示された情報が、経営、立地選定、調達、製品設計等の意

思決定に使われ、企業行動の変容につながることが必要である。具体的な経路には、

バリューチェーン上の調達・供給・操業、事業戦略やビジネスモデル、融資・投資・

保険の審査、認証制度や企業の評判を通じた消費者行動、生物多様性クレジット（保

全・回復による改善を一定の単位として認証し、保全活動等へ資金を流す仕組み）の

市場、公共調達等がある。TNFDは、企業に対して原材料の調達から製造・流通までを

含むバリューチェーン全体の自然への依存と影響を把握するよう求めている。しか

し、関係主体が多く複雑なバリューチェーンでは、中小企業を含む関係者から必要な

情報を集めることが難しい。この課題に対しては、製品やサービスの原材料調達から

廃棄・リサイクルまでの環境負荷を評価するライフサイクル・アセスメント（LCA）等

を活用し、バリューチェーン全体で対策を評価・実施する体制を整える必要がある。 

 

  

 
2 世界共通の会計基準やサステナビリティ開示基準の策定を担う民間の非営利組織 

3 企業が環境や社会等のサステナビリティ情報を発表する際の世界共通のルールを作るための国際的な組織。IFRS財団によって設立 

4 環境、社会、ガバナンスに関する情報の開示を企業に義務付ける欧州連合（EU）の指令。対象は EU域内の大企業や上場企業、及び一定の条件を

満たす EU域外の主要企業等で、信頼性の高いデータの公表と第三者による保証が要請される。 

5 企業や組織が環境、社会、経済に与える非財務の影響（インパクト）を透明性高く報告するための国際基準を策定する国際非営利団体 
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２ 基本原則：ミティゲーションヒエラルキーと適応的管理 

第２章では、ビジネス・金融部門におけるネイチャーポジティブへの取組の原則の考

え方となる「回避→最小化→復元→代償」という優先順位を示す。この優先順位を含む基

本的枠組みを、以降「ミティゲーションヒエラルキー（影響緩和の階層）」という。なぜ

回避が最も重要なのか、それを地域・事業・金融にどう共通化するか、実施に当たっての

意思決定フローと目標と途中経過に乖離が生じた場合の「適応的管理」、代償の濫用の防

止について順に述べる。これらの実施に不可欠となる測定や評価については、続く２つの

章で述べる。 

 

(1) なぜ回避が最重要か：ミティゲーションヒエラルキーの定義と原則 

ミティゲーションヒエラルキーは、開発や事業が生物多様性及び生態系サービスに

及ぼす影響を管理するための基本的枠組みである。一般に、「回避（Avoid）」→「最

小化（Minimize）」→「復元・修復（Restore / Rehabilitate）」→「代償（Offset / 

Compensate）」の優先順位で検討・実施される。近年は、残余影響の相殺に加え、より

広い自然再興への「貢献（Contribute）」を含む議論もみられる。ただし国際的なガイ

ダンスにおいては、代償は回避・最小化・復元を尽くした後に残る「残余影響」に対

する最後の手段として位置付けられている（図１）。 

 
図１ ミティゲーションヒエラルキーの優先順位（概念図）※ 分科会で作成 

生態科学の観点から回避が最優先となるのは、絶滅や代替不能な生息地・生物間相

互作用の喪失は不可逆的であり、復元が成功しても機能回復には時間遅れが生じ、さ

らに代償が他地域で行われる場合には局所的な連結性、在来性、景観の歴史性や文化
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的価値が失われうるからである[25]。 

回避の優先性は生態科学的な要請であるにとどまらず、社会全体の経済的厚生の観

点からも合理的である。質の高い生態系を保護・維持する回避行為は、劣化した生態

系の復元に比べてコストが低く、不確実性も小さい。復元プロジェクトは成功確率が

低く、機能回復には数十年を要することがある。代償に至っては、空間的ずれとタイ

ムラグにより、損失した生物多様性の価値が実質的に回収される保証はない。したが

って、ミティゲーションヒエラルキーの順守は、環境配慮義務であると同時に、リス

ク管理と長期的な資本効率の観点から合理的な意思決定原則である。回避の価値を制

度・金融の文脈で適切に評価するためには、まず保護・維持されている生態系の状態

そのものを捉えることが重要である。さらに、具体的な開発や劣化の脅威がある場合

には、必要に応じて、その脅威が回避されなかった場合を比較対象として、回避され

た損失を評価することができる。こうした評価には、観測努力量や手法の違いを考慮

した継続的なモニタリングが重要となる。観測バイアスを除去した長期モニタリング

データがなければ、回避による便益は見えないままとなり、資金が回避よりも「測り

やすい復元」へと流れる構造的な歪みが生じる。 

 

(2) ミティゲーションヒエラルキーを地域・事業・金融に共通化する 

ネイチャーポジティブを実装する際、ミティゲーションヒエラルキーは、異なる主

体や場面をつなぐ共通言語として機能しうる。横断的生物多様性イニシアティブ

（Cross-Sector Biodiversity Initiative; CSBI）6は、これを単なる環境配慮手順では

なく、事業者のリスク管理と意思決定の枠組みとして位置付けている[26]。本報告が重

視する適用領域は三つある。第一に、自治体の地域計画や自然共生サイト等の地域実

装。第二に、立地選定・設計・施工・管理からサプライチェーンまでを含む事業実

施。第三に、融資・投資・財政的補助・保険等の金融配分である。これらを同じミテ

ィゲーションヒエラルキーという原理で束ねることによって、ネイチャーポジティブ

を具体的な意思決定原則として社会実装に埋め込むことが可能になる。ただし、個別

の事業主体がこの優先順位を自発的に順守するだけでは、回避の実現には限界があ

る。とりわけ回避については、重要な生態系や不可逆的な影響が想定される場所につ

いて、開発等を避けるべき区域や条件をあらかじめ明確にしておくことが重要であ

る。環境影響評価や空間計画において回避を優先し、公的主体が景観全体を見据えた

意思決定の枠組みを整えることは、個別事業における回避を実効的にする上で重要で

ある。欧州では自然回復法（Nature Restoration Law）が生態系回復の義務的目標を設

けており、復元を制度的に担保する先行事例として参照できる[27]。個別事業者への経

済的インセンティブは、こうした制度的基盤があってはじめて有効に機能する。 

 
6 採掘産業等における生物多様性保全を目的とした国際パートナーシップ。10年間の活動を経て 2024年末に終了し、成果物を国際石油

産業環境保全協会（IPIECA）等の関係機関に引き継いだ。 
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(3) 意思決定フロー：測定・報告・検証と適応的管理 

ミティゲーションヒエラルキーに基づく意思決定は、まず直接影響・間接影響・累

積影響の範囲を特定することから始まり、次いで代替立地や代替設計、場合によって

は事業の見送りを含む回避を最優先に検討する。その上で、影響の面積・強度・期間

を縮減する最小化、原則として現地での復元・修復を優先し、そして回避・最小化・

復元を尽くした後に残る影響に限って代償へと進む。 

各段階においては、「測定」により定量把握及び評価がなされ、「報告」により測

定結果が意思決定に反映され、「検証」により目標との比較がなされる必要がある。

検証の結果、成果と目標との間に負の乖離が見込まれれば、目標を達成するための設

計や管理に修正を加え、その結果を再度「測定」するというサイクルに継続的につな

げていく必要がある。このサイクルを「適応的管理」といい、特に最小化、復元、代

償の段階では必要とされる。 

 

(4) 代償（オフセット）を適用する際の要件 

ミティゲーションヒエラルキーにおいて重要なのは、最初から代償（オフセット）

を前提にせず、まず影響そのものを避けられないかを検討し、その後に最小化、復

元、代償へ進むことである。避けられない影響について代償を検討する場合にも、安

易な代償の選択を防ぐため、その適用範囲と要件を明確にする必要がある。本報告で

は、最低限の要件として次の四点を整理する。 

 回避・最小化・復元の十分性が説明されない限り、代償に進まないこと 
 絶滅リスクや代替不能な生息地・生物間相互作用の喪失のような不可逆的影響

は、原則として回避の対象とすること 
 時間遅れと空間的ずれを評価すること 
 成功確率と失敗リスクを織り込み、計画上の改善を過大評価しないこと 
最終的な目的は、代償の濫用を防ぐことにとどまらず、回避を経済的にも合理的な

選択肢として機能させることにある。回避へのインセンティブが存在しない限り、事

業者は回避よりも安価な代償を選び続ける。この空白を埋めるには、回避行為を直接

評価・認証し、融資条件の改善や保険料率の引き下げ等と結び付ける仕組みが求めら

れる。その科学的根拠としては、事業が実施される前の対象地の生態系の状態を評価

し、具体的な開発や劣化の脅威がある場合には、必要に応じて、その脅威が回避され

なかった場合の状態も比較対象として評価する。なお、これまでの生物多様性オフセ

ットの実証研究をレビューした知見によれば、代償の採用された多くの事例で生物多

様性の純損失の無い状態（ノーネットロス）が実現できておらず、代償が必ずしも有

効とは限らないことが示されている[28]。こうした知見を踏まえ、代償を適用する際に

は、その範囲と条件を慎重に設定する必要がある。 
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３ ネイチャーポジティブの定量化と可視化 

ミティゲーションヒエラルキーに基づくネイチャーポジティブの取組では、その実現

状況を継続的に測定・報告・検証（MRV）し、結果に応じて取組を修正する適応的管理が

重要である。そのためには、生物多様性の状態そのものを把握するとともに、その変化を

もたらす圧力や社会の応答も併せて評価する必要がある。第３章では、ネイチャーポジテ

ィブの実現状況を捉えるための三つの要素、生物多様性の状態を定量化・可視化するため

の指標、及び評価の基準について示す。 

 

(1) ネイチャーポジティブの実現状況を捉える３つの要素 

本報告では、ネイチャーポジティブの実現状況を、状態（State）、圧力

（Pressure）、応答（Response）の三つの側面から把握する。「状態」とは、生態系や

生物群集そのものの健全性、連結性、機能性であり、ネイチャーポジティブの達成状

況を直接示す主な指標である。「圧力」とは、土地利用改変、過剰利用、汚染、侵略

的外来種、気候変動等、生物多様性を損なう社会側からの駆動要因を示す指標であ

る。「応答」とは、回避・最小化・復元を支える制度、管理、資金配分等、圧力を低

減し状態を改善するための社会での対応結果を示す指標である。この三つの役割は同

じではない。重要なのは「状態」であり、「圧力」と「応答」は、状態が変化した原

因や、改善のための取組が行われているかを把握するために用いる。圧力や応答が改

善していても、実際の生物多様性の状態が改善しているとは限らず、ネイチャーポジ

ティブの達成状況は状態指標により確認すべきである。 

この三つの要素による整理は、経済協力開発機構（OECD）の圧力―状態―応答

（Pressure–State–Response; PSR）枠組みとも整合し、KM-GBFが掲げる生物多様性の損

失停止・反転・回復に向けた進捗を、状態の変化、その原因、社会の対応に分けて把

握する上で有用である。なお、ミティゲーションヒエラルキーの文脈では「ネットゲ

イン（net gain）」という概念も用いられる。ネットゲインとは、回避・最小化・復

元・代償を経た後に、残余影響を上回る正味の生物多様性改善が実現されている状態

を指す。これは、個別の事業や地域における生物多様性改善を評価する際に、ネイチ

ャーポジティブとの関係を考える上で重要な概念である。 

 

(2) 「生物多様性」の可視化と「ネイチャーポジティブ」指標束の考え方 

ネイチャーポジティブの社会実装には、生態系健全性、在来種群集の組成・機能・

多様性、重要生息地の質と連結性を直接捉える状態指標が主となる。状態指標につい

て、「生物多様性」の可視化・定量化は途上にある。生物多様性を単一指標に収斂さ

せると、重要な劣化要因（外来種、連結性崩壊、機能低下等）を見落とすこととな

る。状態指標の選定に当たっては、生物多様性の複数の次元を考慮することが重要で

ある。主要な次元は、以下である。 

（ア）種多様性（在来種の種数・個体数・機能群の構成等） 

（イ）生態系機能（生産性、分解速度、送粉・種子散布、土壌安定性、炭素や養分循
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環等、生態系サービスを支える機能） 

（ウ）生息地の質と連結性（面積・断片化度・回廊の有無等） 

（エ）遺伝的多様性（個体群の遺伝的健全性、集団サイズ、近交弱勢リスク等） 

このうち、実装の第一段階で優先するのは（ア）と（ウ）であり、（イ）と（エ）

は実施可能性に応じて追加する。これにより、企業や地域主体の参入可能性を確保し

つつ、必要に応じて生態系機能や遺伝的多様性まで評価を拡張できる。 

ネイチャーポジティブの実現状況は、状態・圧力・応答の三つの指標群から捉え

る。そのうち状態指標では、生物多様性の（ア）～（エ）の４次元を考慮し、評価目

的と実施可能性に応じて組み合わせる。本報告では、これらを単一の値に集約せず、

相互参照可能な「指標束」として扱う。KM-GBFにおいても複数の目標群（ターゲッ

ト）とモニタリングの枠組を要することが提示されている。我が国においても、JBO4

中間提言にて検討が進み、同提言の付属書表 2.2-2では、生物多様性国家戦略の状態目

標ごとに複数の指標を設定した指標束が提示されている。ネイチャーポジティブへの

進展とその達成を判断する際には、評価する空間・時間スケールに応じて主要な状態

指標と判定基準をあらかじめ定め、損失の停止・反転を複数の指標から評価する。 

 

(3) 基準状態と比較対象 

ネイチャーポジティブの取組を科学的に評価するためには、比較の基準となる状態

を明示する必要がある。基準状態（ベースライン）は、介入前又は評価開始時の生態

系の状態をいう。介入の効果や損失回避を評価する場合には、必要に応じて、介入が

行われなかった場合に生じていたと想定される状態を比較対象として設定する。この

ような比較対象を反実仮想という。評価に当たっては、年変動、撹乱、気候変動等の

自然変動や外的要因を、介入による変化と可能な限り区別する必要がある。 

ベースライン設計において特に注意が必要なのは、既に質の高い生態系状態を維持

している場所の扱いである。劣化した場所を回復させる活動は短期間で大きな「改

善」として計測されやすい一方、高質な生態系を現状のまま保護・維持する活動は、

ベースラインからの変化が小さいために改善として評価されにくいという非対称性が

生じる。しかしこの非対称性は、ミティゲーションヒエラルキーが「回避」を最優先

とする思想と根本的に矛盾する。回避・保護こそ最も価値の高い行動であるにもかか

わらず、現状維持には計測上の改善量が現れないため、評価・資金配分の面で不当に

不利になりかねない。この問題に対応するためには、絶対値評価（現状の生態系の質

そのものを評価する）と変化量評価（ベースラインからの改善幅）を組み合わせた複

合的な指標設計、あるいは脅威シナリオを用いた反実仮想（「介入がなければどこま

で劣化していたか」）の明示が必要である。損失回避を数値で評価する場合は、取組

がなければ劣化していたと考える根拠を示し、比較対象の選び方、測る項目と期間、

計算方法を事前に決める。結果の不確かさや利益相反も明らかにし、第三者が検証で

きるようにする。 
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表１ 生態系の保全状態別にみるネイチャーポジティブ評価の課題と対応策 

保全状態 代表的な生態

系 
評価上の課題 影響を避けるための優

先順位上の位置付け 
必要な対応 

高質・保全

済み生態系 
原生林・自然

草原・湿原・

サンゴ礁等 

ベースラインが既に高

く、変化量評価では改

善が現れにくい。回

避・保護の便益が見え

にくく、資金配分上不

利になりやすい 

回避（開発等の影響を

生じさせないこと）の

最優先対象。一度失わ

れれば回復が困難 

現状の生態学的な質を

評価し、具体的な脅威

がある場合は、保護し

なかった場合の劣化も

推定する。回避行為へ

直接的なインセンティ

ブを設ける 

劣化・復元

対象生態系 
二次林・放棄

農地・劣化湿

地等 

変化量が計測しやすく

資金が集まりやすい。

ただし追加性・永続

性・手法の一貫性を確

保しなければ見かけの

改善が生じる 

復元（損なわれた生態

系を回復すること）・

代償（残る影響を別の

保全で埋め合わせるこ

と）の対象。成功確率

と時間遅れを考慮する 

長期モニタリングによ

る成果検証。ベースラ

インの自然変動幅の明

示。独立した第三者に

よる検証 

管理依存型

二次的自然 
里山・半自然

草地・ため

池・水田等 

管理の継続そのものが

生物多様性の維持条

件。管理放棄による劣

化は緩慢で検出が遅れ

る。国際指標では過小

評価されやすい 

回避（管理放棄の防

止）と復元（管理の再

開）が重なる領域 

管理強度・モザイク性

を捉える指標の開発。

管理コストへの直接還

元。アンダーユース型

劣化の定量化 

開発圧力下

の生態系 
都市近郊林・

沿岸域・農地

周縁部等 

脅威が差し迫ってお

り、回避の経済的価値

が最も高い状況。現行

制度では回避よりも代

償が安価になりやすい 

回避の経済的合理性が

最も明確な場面 
開発等を認めない区域

の指定。回復困難な影

響の事前特定。融資・

許認可条件に、回避→
最小化→復元→代償の

順序を組み込む 

※ 分科会で作成 

例えば、既に良好な状態を維持する森林では、現状の生態学的な質を評価するとと

もに、具体的な劣化要因が存在する場合には、保全しなかった場合に想定される変化

と比較することで、回避された損失を評価することが考えられる。このような反実仮

想の設計には慎重さが求められる。比較対象として特に劣化した場所を意図的に選べ

ば、取組の効果を実態以上に大きく見せることができ、グリーンウォッシュ（実態以

上に環境へ配慮しているように見せること）につながり得る。途上国の森林減少・森

林劣化を抑えて温室効果ガス排出を減らす取組を支援する REDD+7では、取組がなけれ

ば生じなかった改善かを問う「追加性」の過大評価が問題となってきた[29]。生物多様

性クレジットでも、追加性に加えて、改善が長期間維持される「永続性」、ある場所

で減らした負荷が別の場所へ移る「リーケージ」を厳密に扱う必要がある。 

ここまで述べた評価上の課題は、生態系の状態によって現れ方が異なる。既に質の

 
7 REDD＋は「途上国における森林減少・森林劣化に由来する排出の抑制、並びに森林保全、持続可能な森林経営、森林炭素蓄積の増強

（Reducing emissions from deforestation and forest degradation and the role of conservation, sustainable management of forests and enhancement of forest carbon 
stocks in developing countries）」で、途上国が気候変動対策に取り組むインセンティブを与える仕組み。 
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高い生態系では変化量が現れにくく、劣化地では改善が計測しやすい。里山のように

人の管理の継続が前提となる生態系では、管理放棄による緩慢な劣化（後述）が検出

されにくい。開発圧力下の生態系では、回避の経済的価値が最も高い。表１に、生態

系の保全状態ごとの評価上の課題と、第２章で述べた影響を避けるための優先順位に

おける位置付け、及び必要な対応を整理する。 
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４ モニタリング体系と測定・報告・検証要件 

第４章では、ネイチャーポジティブの取組を継続的に検証するための測定・報告・検

証（MRV）を、地域制度や企業が実際に運用できる観測体系として具体化する。まず、異

なる観測手法をつなぐ共通原則を示す。次に、どの主体でも満たすべき最低要件と、目的

に応じて水準を高める考え方を整理する。最後に、専門家による較正・検証と、企業・地

域主体による反復観測をどのように役割分担するかを具体例で示す。JBO等の国全体の評

価との接続は第７章で扱う。 

 

(1) ネイチャーポジティブを検証するためのデータの統合 

ネイチャーポジティブの評価は、個別の測定手法を並べるだけではなく、観測、デ

ータ管理、検証、意思決定を一つの「観測システム」として設計する必要がある。生

物多様性は場所ごとの差が大きく、サイト規模で生息する生物の種類や構成、景観・

地域規模の生息地変化を捉えなければならない。したがって、現地で得る詳細な情報

と広域・時系列の情報を接続し、どのように測り、記録し、比較し、意思決定に用い

たかを追跡できる仕組みが測定・報告・検証の基盤となる。 
ここで共通化すべきなのは、すべての主体が同じ機器や調査方法を使うことではな

く、対象範囲、観測時点、状態・圧力・応答という指標の区分、観測努力量、誤差・

品質情報、手法の較正履歴、データ形式、検証可能性を確保するための記録・手順で

ある。これらを揃えれば、現場条件に応じて異なる観測方法を用いても比較できる。

逆に、複数の側面を一つの「生物多様性スコア」に足し合わせるだけでは、どの側面

が改善し、どの側面が悪化したかが見えにくくなるため、本報告では複数の状態指標

を保ったまま相互参照できる形を基本とする。 
観測手法には役割分担がある。リモートセンシングは広域・時系列の生息地変化を

捉え、環境 DNA、音響、カメラ等は種・群集の変化を繰り返し記録し、専門家による現

地調査はそれらの記録が実際に生息する生物の種類や構成をどの程度捉えているかを

確認する基準となる。市民科学や参加型調査は観測密度と継続性を補い、企業・自治

体の管理記録は、いつ、どのような管理や投資が行われたかを示す。なお、適切な組

合せは生態系によって異なり、海洋や水域では環境 DNA観測や音響観測等が種・群集レ

ベルの状態把握の主要な手段となり得る[1]。どの手法も単独ですべてを捉えるもので

はなく、必要な情報を役割分担して取得することが重要である。具体的な継続運用の

形は本章(4)に示す。 

 

(2) 測定・報告・検証の３つの設計原則、二層構造と最小要件 

企業のネイチャーポジティブ主張、生物多様性クレジット、金融機関の融資・投資

判断等、ビジネスや地域活動の多様な活用場面を横断して信頼性を担保するために

は、測定・報告・検証共通の最小要件が必要である。本報告では、ネイチャーポジテ

ィブの実現のためにビジネスや地域社会が実施する測定・報告・検証のスキームの設

計原則として、次の３つを重視する。 
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 科学的に妥当であること 
 費用に対して十分な情報を得られること 
 専門家を常時配置できない主体でも継続して参加できること 
測定・報告・検証の要件は一律である必要はないが、異なる主体・制度・活用場面

（地域制度の認定、企業の開示、生物多様性クレジット市場、金融機関の投融資判断

等）間での比較可能性を担保する共通の基盤は共有されなければならない。一律に高

水準を求めれば中小企業や地域主体の参入障壁となり、緩すぎれば制度・市場への信

頼を損なう。そこで、すべての主体に共通して求める要件と、活用目的に応じて追加

する要件を分ける。本報告では、これを第一層（最小基盤要件）と第二層（拡張要

件）から成る二層構造として整理する。 
第一層（最小基盤要件）は、主体や規模、活用場面にかかわらず、比較可能で検証

可能な評価を行うために共通して満たすべき基本的な要件であり、次の６要素から成

る。 

① 対象範囲の明示：どのサイト・種・生態系を対象とするのかなどを明示する。 
② 基準状態と比較対象の設定： 介入前又は評価開始時の生態系の状態を明示す

る。介入効果や損失回避を評価する場合には、必要に応じて、「介入がなければ

どうなったか」を比較対象として設定する。 
③ 状態・圧力・応答から成る指標束：状態指標を主指標とし、圧力・応答は診断

的・補助的に用いる。状態評価では、対象とする生物多様性の状態と生息地の状

態を直接捉える指標を含める。単一の分類群のみを測定する場合には、その結果

をサイト全体の生物多様性の評価に一般化せず、成果の主張範囲を当該分類群と

関連する生息地の状態に限定する。生態系機能や遺伝的多様性を含む追加的な指

標は、評価目的に応じて組み込む。 
④ データ取得方法とメタデータの標準化（手法・精度・取得日時・担当者等の記

録） 
⑤ 誤差や外的要因を含む不確実性評価 
⑥ 報告・検証可能性・更新の仕組み： 何を測り、どのような条件で測り、どの程

度確かなデータかを共通の形で記録し、必要に応じて第三者が検証できるように

する。 
第一層で共通化するのは、取得すべき情報、記録方法、品質管理及び検証可能性で

ある。データは恒久的に保管し、利用条件を明示した上で、必要に応じて第三者が検

証できる範囲でアクセス可能にする。第二層（拡張要件）は、活用場面や主体の必要

に応じて上積みするものであり、より高頻度な観測、より多くの分類群、生態系機能

や遺伝的多様性の指標、追加の独立調査による相互検証、サイトを超えた景観規模の

評価等が含まれる。複数の観測手法を組み合わせること自体は第二層に限られず、第

一層を効率的に満たす方法にもなり得る。第二層で求めるのは、より厳しい説明責任

に応じて独立した検証や追加情報を上積みすることである。したがって、第一層を比

較可能性と検証可能性を確保するための共通基盤とし、第二層では目的や責任に応じ
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て評価内容を拡張する。最初からすべての主体に同じ高水準を求めるのではなく、共

通の基盤を保ちながら必要に応じて評価水準を高めることが重要である。具体的な観

測技術の組合せと、専門家・実施主体の役割分担については、後述する。 

 

(3) 測定・報告・検証における留意点 

測定・報告・検証要件において根本的に重要なのは、観測過程自体の偏りへの対処

である。生物多様性の観測データは、調査手法、サンプリング努力量、検出のされや

すさの違いによって系統的に偏る。これを無視して「改善」を主張すれば、測り方を

変えるだけで成果を大きく見せる余地が生じる。信頼性の高い測定・報告・検証に

は、手法間の差の定量化、観測努力量の補正、年変動・気候変動・撹乱の影響と介入

効果の分離が必要である。また、介入効果や損失回避を評価する場合には、必要に応

じて、取組を行わなかった場合の変化を時系列比較、空間比較、モデル等から推定す

る。既に質の高い自然を維持する場合等、具体的な劣化の脅威を設定できない場合に

は、生態系の状態そのものを継続的に評価することを基本とする。なお、測定・報

告・検証は、最小化・復元・代償（オフセット）の成果を測定するだけでなく、回避

によって維持された生態学的状態や回避された損失を定量的に示すためにも重要であ

る。質の高い生態系が保護・維持されていることを検証可能な形で示すことは、回避

を制度や金融の中で適切に評価するための科学的基盤となる。 

観測努力量の標準化は、測定・報告・検証の信頼性を担保する上で特に重要な技術

的課題である。生物多様性の観測データは、調査地点数・調査時間・調査者の技能・

季節・天候等、観測に投入された努力量によって検出される多様性が大きく変動す

る。努力量が異なる調査間で得られたデータをそのまま比較すれば、実際には何も変

わっていなくても多様性が増減したように見える。この「見かけの変化」は、モニタ

リング体制が整備された地域と粗い地域の間で系統的な格差を生み出し、評価の公平

性を損なうだけでなく、グリーンウォッシュの余地を拡大してしまう。 

調査地点数、調査時間、季節、調査者の技能等が異なると、実際の生物多様性が同

じでも観測される種数や個体数は異なり得る。このため、こうした調査条件の違いを

考慮して、異なる調査間で比較可能な指標を算出する必要がある。そのための手法と

して、種の検出されやすさを考慮する検出確率モデルや占有モデル、調査努力量の違

いをそろえて種数を比較する種蓄積曲線の標準化等があり、生態学では既に広く用い

られている。しかし、企業・地域・金融機関が参照する測定・報告・検証報告におい

てこれらが標準的に適用されることは稀であり、努力量の記録自体が欠如している場

合も多い。測定・報告・検証最小要件に観測努力量のメタデータ記録と標準化された

補正手順を組み込むことが、比較可能で検証可能なモニタリングの技術的な前提条件

となる。 

データの透明性を確保するとともに、利用条件や権利に配慮しながら、必要な検証

や再解析が可能な形でデータを管理することは、測定・報告・検証の実効性を高める

上で重要である。IPBESビジネス評価報告書（2026）は、生物多様性に関する知識の欠
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如を五つの観点から整理している。「事業関連データ」「データのアクセシビリティ

と透明性」「証拠の網羅性」「手法の採用」「手法の適用可能性」である。その上

で、開示基準を策定する標準設定機関（Standard-Setting Bodies）にも、オープンで相

互運用可能なデータ基盤の整備を求めている[15]。 

我が国においても、地域制度、企業、研究機関が生成する生物多様性データを共通

フォーマットで長期的に保管し、利用条件を明示した上で、必要な主体が利用・検証

できる形で管理する仕組みが重要である。共通項目の例としては、サイト識別子、位

置、観測日時、調査方法、観測努力量、対象分類群・種名、個体数又は検出記録、生

息地情報、精度・品質情報、データ作成者、利用条件が挙げられる。これにより、異

なる主体のデータを照合し、再解析し、第三者が検証できる。ただし、公開や共有を

一律に求めるべきではない。先住民・地域コミュニティを含むデータ提供者が、自ら

のデータの利用条件や共有範囲を決定できるデータ主権を尊重する必要がある。国家

機関、地域社会、研究機関、民間部門が共通原則の下で参加できる連合型の設計とす

ることで、比較可能性と権利保護を両立させることが望まれる。 

観測から政策報告までの過程を、後から検証できるよう透明性を確保して設計する

には、現場観測、標準化したデータ収集、認定された分析手順、透明な報告を接続す

る必要がある[30]。新技術と既存調査を系統的に較正しなければ、記録された変化が実

際の生態系変化なのか、手法変更による見かけの変化なのかを区別できない。したが

って、観測手順、データ形式、メタデータ、品質管理を共通化し、国際的にも相互利

用できる形で設計することが重要である 8。また、データの制限等の理由により定性的

データを用いる場合も、判断根拠と限界を明示し、恒久的に保管した上で、必要な範

囲を第三者が検証できる形にすることが望ましい。 

 

(4) 観測技術の役割分担と継続運用 

前節までの要件を現場で実行する際には、観測技術の役割を大きく三つに整理でき

る。第一は、衛星・航空機等によって生息地の面積、構造、連結性を広域・時系列で

追う観測である。第二は、環境 DNA、音響、カメラ等によって種・群集の変化を同じ手

順で繰り返し記録する観測である。第三は、専門家による分類学的・生態学的調査で

あり、必要に応じて他の観測手法を較正・検証する基準となる。市民科学や企業・自

治体の管理記録も、観測密度や管理履歴を補う情報として組み込める。各手法の特徴

と制約は表２に整理した。 

この役割分担の目的は、専門性をなくすことではなく、専門家が特に必要となる工

程と、標準化によって他の主体も担える工程を分けることである。導入後も、一定期

間ごと、観測機器・分析法・参照データベースを変更したとき、又は結果に不整合が

生じたときには再確認する。一方、日常の反復観測は、録音機や自動撮影装置の設

 
8 種の出現記録等については、ダーウィンコア（Darwin Core）など国際的に用いられているデータ標準があ

る。国内のデータ形式についても、こうした既存標準との互換性を確保することが望ましい。 
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置・回収、決められた地点での水・土壌採取など、標準化した作業として企業や地域

団体が担える。環境 DNAの分析や大量の画像・音声の同定など専門的な処理は、研究機

関や分析事業者等に集約することもできる。 

例えば、水路やため池を含む里山では、代表的な場所に自動録音機と自動撮影装置

を設置し、陸域では決められた地点の土壌を、水域では水を年に数回採取して環境 DNA

を調べ、衛星観測で植生や土地被覆の変化を追うことができる。鳥類・コウモリ・昆

虫類は主に音響、哺乳類はカメラ、水生生物は水の環境 DNA、土壌生物は土壌の環境

DNA、生息地の広がりや連結性は衛星観測というように役割を分ける。これらを同じ区

画の共通の観測計画と記録形式の下で継続し、導入時と定期的な検証時に専門家の調

査と照合する。このような役割分担により、企業や地域団体が機器の運用や定点採取

等の反復観測を担い、専門家が観測設計、較正、品質管理、検証に重点を置くことが

できる。 

実際の観測では、すべての手法を毎回同じように使う必要はない。導入時には、専

門家による現地調査と環境 DNA、音響、カメラ、リモートセンシング等を同じ場所や時

期に行い、それぞれの手法で得られる結果を確かめる。その後は、自動観測や決めら

れた地点での採取など、繰り返しやすい方法を中心に観測を続け、一定期間ごとに専

門家による調査と照らし合わせる。こうすることで、費用や人員を抑えながら、自然

の変化を長期にわたって追跡できる。さらに、蓄積されたデータは、復元後の変化や

損失回避の効果を評価するとともに、新しい観測技術を導入する際にも、それまでの

観測結果と比較して継続的に利用するための基盤となる。既存の生物多様性データベ

ースは広域把握に有効だが、サイトレベルの成果検証には現地での一次観測が不可欠

であり、その手法と役割分担を表２に整理した。 

 

表２ 主要な測定・報告・検証技術の特徴と役割分担 

技術手法 スケ

ール 
取得データ 強み 課題・制約 測定・報告・検証で

の主な用途 

環境DNA・DNA
メタバーコーディ

ング 

地点〜

水系 
種組成（魚類・両生

類・植物・微生物等）

を水・土壌・空気中の

DNAから推定 

非侵襲・高感度・多種

同時検出。希少種・外

来種の早期検出。市民

参加しやすい 

個体数・バイオマスの

直接推定には補正が必

要。参照DBの整備状況

に依存 

較正後の種組成変化の

反復観測。水系・土壌

等の多分類群把握、希

少種・外来種の検出 

衛星リモートセン

シング 
地域〜

国土 
植生指数・土地被覆・

生息地面積・連結性。

光学・SAR・ハイパー

スペクトル等 

広域・時系列を低費用

で継続取得。長期保管

データの活用が可能 

種レベルの同定は困

難。林床・水中は取得

限界あり。雲・大気の

影響を受ける 

ベースライン・反実仮

想の設定。生息地変

化・回避効果の定量化 

ドローン

（UAV） 
地点〜

地域 
レーザー点群による三

次元森林構造。マルチ

スペクトル画像による

植生・樹種判別 

高解像度・高頻度。衛

星では把握困難な林

床・樹冠構造の詳細観

測が可能 

飛行時間・航続距離の

制約。許可取得コス

ト。データ処理に高度

な技術が必要 

生態系構造・回復状況

の精密評価。復元プロ

ジェクトの進捗検証 

音響モニタリング 地点〜

地域 
鳥類・コウモリ・昆

虫・カエル等の音声。

AI自動識別による種

認識が急拡大 

低コスト・非侵襲の長

期連続観測。夜間・林

内でも有効。市民科学

と統合可能 

音響指標と種多様性の

較正が必要。ノイズの

影響あり。機材保守の

コストがかかる 

較正後の鳥類・コウモ

リ・昆虫等の種組成・

活動の反復観測。種・

群集の変化・管理効果

の追跡 
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技術手法 スケ

ール 
取得データ 強み 課題・制約 測定・報告・検証で

の主な用途 

カメラトラップ 地点〜

地域 
哺乳類・鳥類・爬虫類

等の動画・静止画。個

体識別・活動量・生息

密度の推定が可能 

非侵襲・長期連続観

測。夜行性・警戒心の

強い種も記録可能。AI
による自動識別が進展 

広域展開には保守管理

の労力が大きい。種ご

とに検出確率が大きく

異なる 

哺乳類・鳥類等の種組

成・個体群状態の反復

観測。管理介入の効果

検証 

市民科学（eBird・
iNaturalist等） 

地点〜

広域 
鳥類・植物・昆虫等の

出現記録・写真。eBird
は年間 2億件超の観測

を収集 

広大な地理的・時間的

カバレッジ。長期トレ

ンド分析への活用が進

んでいる 

サンプリング努力量の

空間的・時間的不均一

性が大きい。観察者の

技能差による検出確率

の変動 

広域・長期のベースラ

イン構築。地域の生物

多様性把握の補助 

毎木調査・植物相

調査 
地点〜

地域 
樹木の種組成・胸高周

囲長・位置。植物群落

の種リスト・被度・優

占度 

森林構造・バイオマ

ス・炭素ストックの直

接計測。更新・枯死動

態の把握が可能 

高コスト・専門知識が

必要。調査頻度・面積

に制約あり 

森林生態系の状態指標

の直接観測。バイオマ

ス・炭素の測定・報

告・検証基盤。樹木種

多様性の評価 

底生生物・水質調

査 
地点〜

水域 
底生生物の種組成・密

度。水温・pH・溶存

酸素・栄養塩等の物理

化学的環境 

水域生態系の健全性を

生物・化学の両面から

評価できる。圧力・応

答指標として有効 

採集・分析に専門知識

が必要。水域タイプ

（河川・湖沼・海域）

によって手法が異なる 

圧力（汚染・富栄養

化）と生物応答の連

結。里地里山・湿地の

状態把握 

両生類モニタリン

グ（卵塊・鳴き声

調査） 

地点 両生類の卵塊数・鳴き

声による種の在/不
在・個体数変動 

低コスト・非侵襲。水

田・ため池・湿地の管

理状態の指標として感

度が高い 

季節・天候依存性が高

い。鳴き声同定には専

門知識が必要 

里地里山・水田・ため

池の生物多様性増進の

成果指標。管理依存的

生態系の状態把握 

分類学的調査（現

地調査） 
地点 詳細な種リスト・個体

数・群集構造・機能形

質。標本・バウチャー

の作成が可能 

信頼性の高い観測。他

手法の較正・現地検証

基準として不可欠 

高コスト・専門性が必

要。調査頻度・地点数

に制約あり。長期的な

専門家確保が困難 

導入時・定期的な較正

と検証。状態指標の直

接観測。高質生態系の

絶対値評価の基盤 

※ 分科会で作成 
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５ 社会・ビジネスへの適用 

第５章では、第２章のミティゲーションヒエラルキーと適応的管理、第３章の定量

化・可視化、第４章の測定・報告・検証（MRV）を、社会・経済活動の意思決定にどのよ

うに組み込むかを具体例で示す。IPBES地球規模評価は、自然の変化をもたらす主な直接

要因として、土地と海の利用変化、生物の直接採取、気候変動、汚染、侵略的外来種を挙

げている[6]。ここでは、このうち土地・海の利用変化、生物の直接採取、汚染を例とし

て取り上げる。個別の企業や商品・制度を推奨するのではなく、異なる事業に共通する意

思決定の考え方を示す。 

 

(1) 陸域・陸水域・海域の利用変化に関わる事業 

農業、鉱業、工業・発電、都市・インフラ、レジャー等、土地や海域の利用を伴う

事業では、まず重要な生態系への影響を避ける立地や、既に改変された場所の利用を

検討する。回避できない影響については、事業範囲の縮小、工法の変更、生物の移動

経路や緑地の確保等によって影響を小さくし、必要に応じて現地での復元を行う。場

所の選択に制約がある場合でも、まず回避可能性を検討し、その後に影響の範囲・強

度・期間を減らすという順序を維持する。 

事業の実施前に対象地の生物多様性の状態を把握し、実施後も継続して観測する。

介入の効果や損失回避を評価する場合には、必要に応じて適切な比較対象を設定す

る。測定・報告・検証によって計画した対策と実際の生態学的変化を確認し、想定外

の悪化があれば管理方法や事業設計を見直すといった適応的管理につなげる。 

 

(2) 生物資源の利用・汚染に関わる事業 

漁業や林業等の生物資源を直接利用する事業では、資源量や生態系の状態を把握し

た上で、採取量・時期・方法の調整、保全区域と利用区域の設定、森林では一部の樹

木や枯死木を残す等の施業によって影響を小さくし、必要に応じて資源や生息地の回

復を図る。鉱工業、運送業、農業等に伴う汚染については、排出や流出そのものを避

ける工程・資材の選択を優先し、その上で排出量の削減、農薬・肥料使用の適正化、

栄養塩や土砂の流出抑制等を組み合わせる。 

これらの取組についても、対策を実施したことだけを成果とせず、資源利用や汚染

による負荷が実際に減少したか、生物の種類や構成、生息地の状態が維持・改善した

かを継続的に確認する。測定・報告・検証によってその変化を把握し、必要に応じて

管理方法を見直す。以上のように、事業活動では、影響を避け、低減し、必要に応じ

て復元するとともに、その結果を継続的に測定・検証して管理の見直しにつなげるこ

とが重要である。 
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６ ネイチャーファイナンスの実現 

ネイチャーファイナンスとは、生物多様性・生態系の保全・回復に資金を配分する仕

組みの総称であり、融資・債券、株式投資、保険等を含む。「ネイチャーポジティブ経済

移行戦略」[31]では、企業、金融機関、投資家、消費者、自治体等に期待される行動が整

理されている。本報告では、こうした政策動向を踏まえつつ、ネイチャーファイナンスを

単に「自然へ資金を流すこと」ではなく、自然を損なう活動への資金を減らし、保護・維

持・回復を支える活動へ資金を振り向けることとして捉える。 

基本となるのは、資金配分においてもミティゲーションヒエラルキーの順序を守るこ

とである。まず影響の回避・最小化・復元を支援し、生物多様性クレジット等による代償

は、それでも残る影響に対する補完的な手段として扱う必要がある。代償が回避より優先

されれば、資金供給がかえって自然損失を助長するおそれがある。第６章では、この考え

方に基づき、各種の資金手段がネイチャーポジティブに寄与するための条件を整理する。 

 

(1) 資金手段に共通する考え方 

ネイチャーファイナンスには、融資・債券、株式投資、保険等の様々な資金手段が

ある。いずれの場合も、資金配分の判断に生物多様性への影響の回避・最小化・復元

を組み込み、その結果を測定・報告・検証できることが重要である。 

ネイチャーファイナンスの設計における重要課題の一つは、質の高い自然を損なわ

ずに守る「回避」が劣化した自然の復元に比べて経済的に評価されにくいことであ

る。復元では劣化した状態からの改善量を成果として示しやすい一方、質の高い自然

を維持する場合には変化量が小さいため、成果が見えにくい。このため、資金が復元

や代償に偏り、回避・保護が相対的に評価されにくくなる可能性がある。この偏りを

是正するには、まず保護・維持されている自然の状態そのものを評価する必要があ

る。さらに、具体的な開発や劣化の脅威がある場合には、第３章で述べた反実仮想を

用いて、その脅威が回避されなかった場合と比較し、回避された損失を評価すること

ができる。こうして確認された生態学的成果を、回避を支援する契約条件や資金配分

に反映する仕組みが重要である。なお、ここでいう生態学的成果とは、活動量や資金

投入量ではなく、生態系の状態や生物の種類・構成、生息地の状態に実際に生じた維

持・改善・回復を指す。 

ここで、測定・報告・検証が直接示すのは貨幣価値そのものではなく、維持された

生態学的状態や回避された損失である。これを経済的に評価する場合には、生態系サ

ービス等の将来の便益や損失を考慮することができるが、生態学的評価と貨幣的評価

は区別する必要がある。介入を正当化するには、介入による追加的な社会的便益が、

生物多様性・生態系サービスの損失を含む社会的費用を上回ることを示す必要があ

る。また、特定地点で生じた自然損失を別地点で代償しただけでは、それ自体をネイ

チャーポジティブの達成とみなすことはできない。代償は、回避・最小化・復元を先

に検討した上で、それでも残る影響に対する手段として位置付ける必要がある。生態

系サービスへの支払い（Payments for Ecosystem Services; PES）等を回避・最小化を
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支える形で活用することが考えられる。 

 

(2) 各資金手段への適用 

融資や債券引受では、契約条件を通じて、事業者に生物多様性への影響の回避・最

小化・復元を求めることができる。資金提供前の審査では、代替となる場所や方法の

検討、影響の縮小、復元計画、残余影響、モニタリング計画等を確認し、必要に応じ

て資金供給の条件に組み込む。測定・報告・検証で得られる生態学的情報を、こうし

た融資等の判断に反映することが重要である。その際、影響の回避が優先して検討さ

れていることと、回避・最小化・復元後の残余影響が適切に把握されていることを確

認する。 
株式投資では、機関投資家や評価機関が、企業の自然への依存・影響とその対策

を、投資判断や企業との協議に用いる。融資のように個別事業の契約条件を直接設定

するものではないため、企業全体の開示情報を、実際の事業地点やサプライチェーン

における生態学的な状態や変化と接続することが重要となる。例えば、企業活動によ

る生物多様性への影響を集約した指標を用いる場合にも、その値だけで判断するので

はなく、影響の大きい地域や事業について、回避・最小化・復元が適切に行われてい

るかを現地の情報から確認する必要がある。 
保険では、自然災害や生態系劣化によって生じる事業リスクを価格化し、複数の主

体の間で分担する。保険そのものが自然損失を直接回避・最小化するわけではない

が、生態系の状態や回復可能性、事前の回避・管理の実施状況を、保険の引受判断、

補償条件、保険料率等に反映できれば、自然の維持・回復をリスク低減として評価す

ることができる。例えば、生態系の劣化によって災害リスクや事業中断リスクが高ま

る場合には、その関係を測定・報告・検証によって把握することが、保険を通じて生

態系管理を促す基盤となる。 
 

(3) 生物多様性クレジットの利用条件 

生物多様性クレジットは、保全・回復による生態学的な成果を一定の単位として認

証し、保全・回復活動への資金配分につなげる仕組みである。一方、生物多様性は場

所による違いが大きく、時間遅れや管理の影響も受けるため、異なる場所や時点の成

果を単純に比較・交換することは難しい。追加性、永続性、リーケージ、測定方法、

地域固有性、社会的公正等についても慎重な設計が必要である [32-33]。なお、本報告

は、生物多様性クレジット市場を無条件に推進するものではない。その利用に当たっ

ては、基準状態（ベースライン）と参照状態（レファレンス）の明確化、追加性と永

続性の確認、リーケージへの対応、ミティゲーションヒエラルキーとの整合、地域固

有性と社会的公正、さらに検証可能性と透明な運用ガバナンスを確保する必要があ

る。国際的にも、こうした市場の信頼性を高めるための原則や枠組みが提案されてい

る[34-35]一方、市場の拡大が実質的な自然損失を覆い隠す可能性への懸念も示されて

いる[36]。市場の実効性を評価する際には、取引、契約、検証等に伴う費用や、市場の
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信頼性を確保する制度設計にも留意する必要がある[37-38]。 

生物多様性クレジットにおいても、回避・保護の評価上の非対称性に留意する必要

がある。これはミティゲーションヒエラルキーの「回避優先」の考えと整合しない。

このため、現状の生態学的な質そのものを評価し、具体的な開発や劣化の脅威がある

場合には、必要に応じて、保護しなかった場合に生じたと考えられる損失も評価する

ことが重要である。 

成果は、調査方法や頻度を変えただけで改善したように見せてはならない。調査条

件と観測努力量を記録し、手法間の差を補正し、自然変動と事業効果を区別した上

で、独立した第三者がデータと分析を再検証できることを最低条件とする。 

クレジットの発行時期には、改善確認後に発行する方式と、将来の改善を見込んで

事前に発行する方式がある。前者は検証可能性が高いが資金化まで時間がかかり、後

者は早期に資金を得やすい一方、予測外れのリスクを負う。特に事前発行では、生態

系の不確実性や時間遅れ、管理への依存性等を適切に考慮する必要がある。予測した

成果が達成されなかった場合の取消しや補償、長期モニタリングを制度上確保すると

ともに、予測方法自体も第三者が検証できるようにする必要がある。 

自然市場では活動量だけでなく生態学的成果を測定・報告することが重要である

[39]。特に、市場で用いる指標が実際の生態学的成果を適切に捉えること、取組による

追加的な効果を確認すること、リーケージに対処すること、成果の根拠となるデー

タ・分析方法・前提を検証可能にすること、長期的なモニタリングと必要に応じた独

立した検証を確保することが重要である。データを一般公開できない場合にも、適切

なアクセス条件の下で独立した検証が可能な仕組みを確保する必要がある。また、大

規模な復元事業に関与する企業の大多数が生態学的成果を報告していないことも指摘

されており[39]、例えば、森林の管理面積や植栽本数等といったような実施量だけでな

く、生態系の状態や種群集の回復といった成果へ評価軸を移す必要がある。民間の認

証枠組み[40]についても、その科学的根拠と運用実績を独立に検証する必要がある。 
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７ 我が国における社会実装 

第７章では、我が国が直面する固有の課題として、人の管理によって維持されてきた

二次的自然と、その管理の減少・消失による劣化を取り上げる。まず、こうした生態系が

国際的な評価枠組みで捉えにくい理由を示し、次に、第２章の影響を避けるための優先順

位をこの問題にどう適用するかを述べる。その上で、受け皿となる国内制度と、国内の生

物多様性指標基盤との接続を検討する。 

 

(1) 生態系評価課題：二次的自然 

国際的なネイチャーポジティブ指標は、しばしば生態系の原生度や完全性を中心的

な評価軸として設計されている。しかし、人間活動と自然の相互作用の中で形成・維

持されてきた生態系、すなわち二次的自然は、世界各地に普遍的に存在する。こうし

た生態系は、萌芽更新、刈り取り、放牧、火入れ、農業等の適度な撹乱や継続的管理

の下で、高い種多様性と固有の生態的関係性を維持してきた文化的・生態的遺産であ

り、長期にわたる人間の関与が生物多様性の形成・維持に寄与してきた形態である。

森林、草地、農地、水域等の異なる土地利用や生息地が空間的に組み合わさり、管理

や遷移に伴ってその構成が時間的にも変化する景観を、ここでは「景観モザイク」と

呼ぶ。里山イニシアティブの「社会生態学的生産ランドスケープ・シースケープ」

は、このような景観を捉える代表的概念である[41-42]。 

このような二次的自然は、我が国の里地里山に限られた特殊な例ではない。ヨーロ

ッパには刈り取りによって維持される採草地（ヘイメドウ）や、畑・牧草地の境界に

残される生垣（ヘッジロー）がある。北米や豪州には先住民の火入れ管理によって維

持されてきた草原やサバンナがあり、アフリカやアジアには遊牧と農業を組み合わせ

た半自然草地がある。南米等では樹木と農業を組み合わせるアグロフォレストリーが

営まれている。このように、人間の管理と生物多様性が共存する生態系は世界各地に

認められる。我が国では人口減少・過疎化に伴う管理減少が生物多様性変化の重要な

要因となっており[43]、この問題は国際的にも注目されているものの、一定の乖離があ

る。国際的な指標では、原生植生の割合や生態系の完全性、人為影響の少なさを重視

する傾向があり、人為的管理によって良好な状態が維持される二次的自然が過小評価

される場合がある。 

本報告が重視するのは、以下の二点である。第一に、里山や半自然草地のような管

理依存的な生態系では、管理放棄後の遷移や森林化に伴って、開放地性の鳥類、節足

動物や植物等の多様性が大きく低下しうるにもかかわらず、その喪失が現行の評価枠

組では十分に反映されにくい点である。第二に、例えば「森林か非森林か」といった

二元的な状態把握では、モザイク的な土地利用や文化的な継続管理の価値が捉えにく

く、管理減少による二次的自然の再森林化（二次林への遷移等）が一律に生態系の状

態「改善」と誤認されるおそれがある点である。 

これらの課題に対応するため、本報告では、二次的自然を「原生自然の劣化版」で

はなく、人の関与の下で生物多様性と社会的利用が両立し得る社会生態系として捉え
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る。社会と自然が変化に適応し機能を維持する力（社会生態レジリアンス）の観点か

らは、原生度だけでなく、管理の継続性、景観のモザイク性、種多様性、地域社会の

学習と適応能力も重要となる。生息地の連続性は個体の移動や遺伝的交流を支え、森

林・草地・農地・水域等が組み合わさった景観は、採餌、繁殖、越冬等といった生活

史の異なる段階に必要な場所を提供する。このため、個々の地点だけでなく、景観規

模で連続性やモザイク性を評価することが重要である。 

 

(2) アンダーユース型自然劣化へのミティゲーションヒエラルキーの適用 

ミティゲーションヒエラルキーは、主として一次自然への影響管理を念頭に発展し

てきたが、人間の暮らしと生物多様性が密接に結び付いた二次的自然においては、開

発や過剰利用だけでなく、管理の減少・消失によるアンダーユース型劣化が深刻な脅

威となる。とりわけ我が国では、人口減少と少子高齢化により、農地、草地、里山

林、水路、ため池等の管理の担い手が失われ、その結果として二次的自然に特有の生

態系機能や生物多様性が低下してきている。このような状況では、回避は管理の減

少・消失をもたらす社会経済的要因への事前対処、最小化を管理強度低下の抑制、復

元を減少・消失した管理の再開として捉えることができる。代償については、管理再

開や復元が困難な場合に限り、同等の生態的価値を有する別地点での保全を検討する

必要がある。 

 

 

図２ 自然状態と人による土地利用の類型・遷移概念図 ※分科会で作成 
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ここで重要なのは、「復元」を原生自然への回帰だけで捉えず、二次的自然におけ

る望ましい生態的状態の回復として理解することである（図２）。刈り取り、放牧、

火入れ、萌芽更新、水管理など、人間の関与そのものが生態系機能の維持に不可欠な

場合には、その管理の再構築が復元の中核となる。この理解は、CSBIが示すミティゲ

ーションヒエラルキーにおける復元の位置付けとも整合する［26］。また、科学的根拠

に基づく目標設定ネットワーク（Science Based Targets Network; SBTN）は、自然への負

の影響を回避・削減し、生態系を再生・復元するとともに、自然損失の根本要因に対

処するシステム全体の変革を進める行動枠組みを、「AR3T（Avoid, Reduce, Regenerate, 
Restore, Transform）」として整理している［44–45］。このように、ミティゲーションヒ

エラルキーは、二次的自然においても、管理減少による劣化への対応順序を整理する

意思決定原則として適用できる。一次自然、二次的自然、都市・人工地、荒廃地の間

の遷移と、人為利用・管理との関係は、図２に概念的に示す。アンダーユース型劣化

への対応には、生態学的な管理方法だけでなく、その担い手を確保し、管理を継続で

きる制度的な仕組みも必要となる。 
 

(3) 地域実装の制度：地域生物多様性増進法と「自然共生サイト」 
「地域における生物の多様性の増進のための活動の促進等に関する法律」（令和６

年法律第 18号。以下、地域生物多様性増進法）は、企業や自治体等による地域での生

物多様性増進活動を後押しする制度であり、2025年４月１日に施行された[46]。基本方

針、活動計画の認定制度、関連する手続のワンストップ化や規制特例等を通じて、地

域における保全・回復等の取組を支援する。これと接続する自然共生サイトは、2030
年までに陸域と水域の 30％を有効な保全下に置く「30by30」目標に資する仕組みであ

り、認定区域のうち保護地域との重複を除く区域は、保護地域以外で生物多様性保全

に資する地域（OECM）として国際データベースに登録される。 

制度上、「生物多様性の増進」は維持・回復・創出を含む広い概念として扱われて

いる。認定に当たっては、重要地域・原生的生態系・里地里山・生態系サービス・伝

統文化・希少種・限定種・生活史・緩衝及び連続連結性という、生物多様性の価値に

関する９基準のうち一つ以上を満たすことが求められる[47]。今後、これらの基準への

適合をどのような証拠によって判断するか、その科学的根拠の明確化に対する生態学

としての貢献が必要である。制度は、主務大臣（環境大臣・農林水産大臣・国土交通

大臣）が定める基本方針の下で、二つの計画類型を運用する。生物多様性の増進活動

実施計画は、企業・NPO等が生物多様性の維持・回復・創出に資する活動を自ら計画・

申請するものである。連携増進活動実施計画は、市町村が地域の多様な主体の取りま

とめ役として作成する計画であり、認定の申請主体は市町村に限定されている。市町

村が多様な主体と連携して区域内の生物多様性保全を進める場合には、個別地点だけ

でなく、それらの配置やつながりを含めて評価・管理することが重要である。 

認定サイトの情報は「見える化システム」で公表され、活動内容を報告できる仕組

みとなっている。また、認定後には更新の機会があり、活動状況やモニタリング結果
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等が確認される。生態学的な成果を評価するためには、認定時から一貫したモニタリ

ングを行い、認定後の状態変化を継続的に把握できるようにすることが望ましい。認

定後の各サイトにおける生物多様性価値の継続的な担保に向けて、測定・報告・検証

の充実が今後の重要な課題となる。したがって、認定を入口として、その後の生態学

的な成果を追跡・検証し、その根拠を透明な形で示していくことが重要である。 
 

(4) 我が国の生物多様性総合評価（JBO）と指標基盤の整備 

生物多様性及び生態系サービスの総合評価（JBO）は、我が国の生物多様性と生態系

サービスの状態を科学的知見に基づいて総合評価する枠組みである。地域生物多様性

増進法に基づく認定、企業のネイチャーポジティブに関する取組、金融機関の評価等

で異なる指標が用いられる場合、それらの結果を相互に比較・参照することが難しく

なる。このため、JBOで用いられる国レベルの指標体系と、地域制度や民間の取組で用

いられる指標との対応関係を整理し、相互運用性を高めることが重要である。 
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８ 優先課題（研究・制度・実務の乖離）と今後の論点 

第８章では、研究、制度、実務の間に残る乖離を整理する。直近の優先課題、今後の

研究・実装上の論点、異論への対応、そして国内外の社会実装への接続を順に述べる。 

 

(1) 直近の優先課題 

地域生物多様性増進法の施行、TNFDへの賛同企業数の増加、JBO4に向けた指標整備

等、我が国の取組は前進している。一方、これらを生態学的成果につなげるために

は、研究、制度、実務の間に残る課題への対応が必要である。今後の優先課題は次の

四点である。第一に、ベースラインと不確実性を含む共通の測定基盤を整え、介入の

効果や損失回避を評価する場合には、必要に応じて適切な比較対象や反実仮想を設定

すること。第二に、影響の回避を制度や金融の意思決定に組み込むこと。第三に、地

域制度の拡大に対応して、適切なデータ管理と検証可能性を確保し、必要に応じて第

三者による検証を行える仕組みを整えること。第四に、活動量や資金投入量だけでな

く、生態学的成果を評価することである。 

 

(2) 研究・実装上の今後の論点 

科学的には、介入効果を評価するための比較設計や因果推論の方法、環境 DNA観測・

音響自動観測・リモートセンシングと分類学的調査との較正、追加性を検証する方

法、気候変動と生物多様性損失の統合評価、予算制約下でも継続可能な長期モニタリ

ング設計が重要な課題となる。制度・実務面では、国家戦略、地域制度、企業・金融

の取組、JBO等で用いられる指標や測定・報告・検証の相互運用性を高めること、重要

な生態系や不可逆的な影響が想定される場所で回避を優先する条件を明確にするこ

と、必要な検証体制を整えることが課題となる。 

実装に当たっては、国が制度間で共有できる測定項目やデータ形式等の基盤を整

え、自治体が地域計画と関係者の合意形成を進め、企業・金融機関が事業や資金配分

の判断に生物多様性への影響を反映する等、主体ごとの役割を明確にすることが重要

である。市民・地域団体は現場管理や観測、地域知の記録に参加し、研究者は観測設

計、手法の較正、不確実性評価、効果検証等を支える。こうした役割分担とデータの

相互運用性を高めることで、地域制度、企業開示、金融判断の間で科学的情報を相互

に参照しやすくなる。 

また、ネイチャーポジティブの社会実装には、生態学と経済学・政策科学・社会科

学を統合する学際的な分析枠組みが必要である。生態学的モデルと経済モデルを接続

した代償（オフセット）市場の分析[48]、行動科学を用いた政策評価、資金配分と生態

学的成果を結ぶ分析等を進め、既存の学問領域を横断する「ネイチャーポジティブ科

学」を構築することが重要である。気候変動は保護地域内の生物多様性にも重大な影

響を及ぼすため[49-50]、気候適応と生物多様性保全を一体的に扱うことも不可欠であ

る。制度の実効性を左右する専門人材の育成も重要である。英国の生物多様性ネット

ゲイン制度では制度概要、行政機関の役割、評価指標の運用手引きが整備されている
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[51-53]一方、自治体が制度を実装するための生態学的な技能・専門性の確保自体が課

題として明示されている[54]。我が国でも、認定審査、観測設計、手法の初期・定期較

正、品質管理、測定・報告・検証の妥当性確認、生物多様性クレジットの評価を担え

る専門人材の確保が重要である。専門家が観測設計、較正、品質管理、検証等に重点

を置き、反復観測については地域主体や事業者等と役割分担することは、限られた専

門人材を有効に活用する一つの方法となる。併せて、研究者、実務者、行政職員の間

で継続的に知識を共有することも重要である[55]。 

 

(3) 異論・懐疑論への公平な対応 

ネイチャーファイナンス、自然資本市場、クレジット、代償等については、推進か

否定かを先に決めるのではなく、成立条件・限界・リスク・科学的な要件を公平に整

理することが求められる。実務負担、測定可能性、追加性や永続性の証明困難性、リ

ーケージ、地域間公平性、合意形成コスト、データ不足などの批判的論点を明示した

上で、代替案や段階的導入の選択肢を併記することが重要である。 
 

(4) 国内外での継続的な社会実装への接続 

自治体、企業・金融機関、実務者、学協会等との継続的な意見交換を通じて、論点

整理を社会実装へ接続していくことが求められる。2026〜2027年には、国際開示基準

やネイチャーポジティブ・イニシアティブ（Nature Positive Initiative; NPI）[56-

57]、CBD 第 17回締約国会議（COP17）等の国際的マイルストーンが重なる。我が国の

生態学・生物多様性研究者コミュニティにとって、二次的自然、アンダーユース、測

定・報告・検証、ミティゲーションヒエラルキーに関する科学的知見を国際標準形成

へ接続する好機である。 

第一に、IPBESビジネス評価報告書（2026）が指摘したデータの欠如に対して、我が

国の長期生態系モニタリングの経験と環境 DNAや音響等の新技術を組み合わせた方法論

を示すことが、国際科学プロセスへの貢献となる[58]。国内でも、林野庁が森林の生物

多様性保全とネイチャーポジティブに関する指針[59]、森林生態系の生物多様性動向

[60]、企業向け手引き[61]を公表している。これらを長期観測や新技術と接続すること

で、森林分野から国際的な測定・報告・検証の議論に貢献できる。特に里山・半自然

草地における管理依存的な生態系のモニタリング事例は、他地域と共有する価値があ

る。また、地球規模生物多様性観測ネットワーク（GEO BON）や、共通手順で環境 DNA

を観測する国際ネットワーク（ANEMONE Global）等は、各国・地域のデータを比較可能

な形で統合する実例である。こうしたネットワークへの参加と、我が国のデータ・手

法の共有は、KM-GBFの進捗評価や国際的な指標整備への具体的な貢献となる。 

第二に、TNFDや ISSB等の開示標準の検討において、生物多様性の状態を「何によっ

て測るか」という生態学的な科学基盤との接続を強めることが重要である。TNFDは

2025年に自然データ・バリューチェーンの高度化に関する勧告[62]を公表し、データ

基盤整備の方向性を示している。生態学的な科学基盤との接続はなお課題である。本
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報告で整理した測定・報告・検証の考え方は、企業開示に用いる生態学的情報を検討

する際にも参照し得る。国際的にも自然再生プロジェクトの影響を測定・認証するサ

イトベースの生物多様性基準の必要性が提起されており[63]、生態学的成果をどのよう

に測定するかについて標準化の議論が進められている。 

第三に、二次的自然やアンダーユースによる生物多様性変化を捉える指標・手法を

国際的な議論に提示することも重要である。管理放棄による変化は、原生自然の改変

や過剰利用を主に想定した指標だけでは十分に捉えにくい場合がある。我が国を含む

アジア地域で蓄積されてきた知見を、CBDや IPBES等の国際的な指標・評価の議論に提

供することは、こうした空白を補い、国際的な指標・評価の改善に重要な貢献とな

る。 
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付録 ＜用語の説明＞ 

用語 本報告での意味 
ネイチャーポジティブ 自然の損失を止めて反転させ、回復を目指す

社会目標 
測定・報告・検証 取組の成果を測定し、共通の形式で報告し、

その内容を検証できるようにする一連の仕組

み 
ミティゲーションヒエラルキー 事業の影響を、回避、最小化、復元、代償の

順に検討する優先順位 
基準状態（ベースライン） 取組の成果を比べる出発点となる自然の状態 
参照状態（レファレンス） 回復や保全の目安として比較に用いる、同じ

種類の生態系が良好な状態にあるときの姿 
反実仮想 取組を行わなかった場合に、自然がどのよう

に変化したかという想定 
ネットゲイン 事業の影響を差し引いても、全体として生物

多様性が改善している状態 
残余影響 回避、最小化、復元を行ってもなお残る負の

影響 
代償（オフセット） 残余影響に限り、別の場所での保全・回復に

よって埋め合わせること 
追加性 その取組がなければ生じなかった改善である

こと 
永続性 改善された状態が長期にわたって維持される

こと 
リーケージ ある場所で負荷を減らした結果、別の場所で

負荷が増えること 
グリーンウォッシュ 実態以上に環境へ配慮しているように見せる

こと 
ネイチャーファイナンス 生物多様性・生態系の保全と回復に資金を配

分する仕組み 
生物多様性クレジット 生物多様性の保全・回復による改善を一定の

単位として認証し、活動へ資金を流す仕組み 
アンダーユース 里山や半自然草地等で、従来行われてきた利

用や管理が減少・消失していること。ここで

は、その結果として生物多様性や生態系の状

態が劣化することを含む。 
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